様式第４号の４
　事業計画書　（概要）
【記載要領及び注意事項】
１　審査を円滑に行うために作成するものです。提案の内容について、次の７つの提案項目について簡潔に説明してください。また、、強調したい内容について、特筆してください。
２　用紙はＡ４縦長とし、使用する文字の大きさは10.5ポイントとしてください。
３　この様式第４号の４は、全体で２ページ以内にまとめてください。

基本方針　【施設の設置目的に適した事業内容となっているか】
	項　目
	提　案　内　容

	１　指定管理施設の運営に係る基本方針について　
	◇公の施設としての趣旨を踏まえ、指定管理業務の運営に係る基本方針を記入してください。


提案項目１　【利用者サービスの向上・確保】
	項　目
	提　案　内　容

	１　利用者サービスの向上と確保について

２　利用料金の設定額とその考え方について
	


提案項目２　【利用促進、新たなイベント提案】
	項　目
	提　案　内　容

	１　施設の利用促進とその目標について

２　利用促進策の具体的な取組方針について
	


提案項目３　【施設の維持管理水準の妥当性】
	項　目
	提　案　内　容

	１　施設の維持管理業務の実施方針について

	


提案項目４　【申請者の経営状況、信頼性】
	項　目
	提　案　内　容

	１　執行体制の確保について

２　明確な責任体制の構築について

３　業務の遂行上必要または有用な資格等保有者について

４　不測の事態が発生した場合の対応について

	


提案項目５　【申請者の取組姿勢】
	項　目
	提　案　内　容

	１　県と指定管理者の連携・協働体制について

	


提案項目６　【申請提案額】

	項　目
	提　案　内　容

	１　申請提案額について
	


提案項目７　【申請提案額の実現性】

	項　目
	提　案　内　容

	１　申請提案額の実現性について
	


様式第５号

令和　　年　　月　　日
　広島県知事　様
　　　　郵便番号
　　　　主たる事務所

　　　　の所在地　
申請者　名称　　　　　　　　　　　　　
　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　電話番号
広島県民文化センターふくやまの指定管理者の指定申請に係る申立書

　広島県民文化センターふくやまの指定管理者の指定申請に当たり、法人等又はその代表者が、次の事項に該当しないことを申し立てます。
　

    １  法律行為を行う能力を有しない者

    ２  破産者で復権を得ない者

    ３  地方自治法施行令第１６７条の４第２項(同項を準用する場合を含む。)の規定により本県における一般競争入札等の参加を制限されている者

    ４　委託・役務業務の競争入札等に係る指名除外要綱及び建設業者等指名除外要綱の規定により、本県において指名除外措置を受けている者

５  地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けてから５年を経過しない者

    ６  本県における指定管理者の指定手続きにおいて、、その公正な手続を妨げた者又は公正な価格の

       成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者

    ７  広島県税、、消費税及び地方消費税を滞納している者

    ８  暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）及び暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）

      若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある団体

様式第６号

共　同　事　業　体　協　定　書（例）

（目的）

第１条　当共同事業体は、「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」の管理運営業務（以下「業務」という。）を共同連帯して営むことを目的とする。

（名称）

第２条　当共同事業体は、　　　　　　　　　　　　　　共同事業体（以下｢事業体｣という。）と称する。

（事務所の所在地）

第３条　事業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。

（成立の時期及び解散の時期）

第４条　事業体は、令和　　年　　月　　日に成立し、施設を管理する指定期間の満了後３ヶ月以内を経過するまでの間は、解散することができない。

２　施設の指定管理者となることができなかったときは、事業体は、、前項の規定にかかわらず、解散するものとする。

（構成員の所在地及び名称）

第５条　事業体の構成員は、次のとおりとする。

　所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　所　在　地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　（代表者の名称）

第６条　事業体は、　　　　　　　　　　　　　　　を代表者とする。

　（代表者の権限）

第７条　事業体の代表者は、当該施設の業務に関し、事業体を代表して、広島県と折衝する権限並びに自己の名義をもって管理経費の請求、受領する権限を有するものとする。

（構成員の出資の割合）

第８条　各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該施設の業務内容について変更があっても、構成員の出資の割合は変わらないものとする。

　　　　　団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

　　　　　団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

　　　　　団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％

２　金銭以外のものによる出資については、時価を参しゃくのうえ構成員が協議して評価するものとする。

（運営委員会）

第９条　当事業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け、当該施設の業務に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、管理業務の完了に当たるものとする。

（構成員の責任）

第１０条　各構成員は、当該施設の業務に関し、連帯して責任を負うものとする。

（取引金融機関）

第１１条　事業体の取引金融機関は、　　　　　　　　　　　　　　とし、代表者の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。

（決算）

第１２条　当事業体は、単年度ごとに決算するものとする。

（利益金の配分の割合）

第１３条　決算の結果、利益を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員に利益金を配当するものとする。

（欠損金の負担の割合）

第１４条　決算の結果、欠損金を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成員が欠損金を負担するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）

第１５条　本協定に基づく権利義務は他人に譲渡することはできない。

（共同事業体結成後における構成員の脱退に対する措置）

第１６条　構成員は、広島県及び他の構成員の承認がなければ、、事業体が当該施設を管理する期間が満了する日までは脱退することができない。

２　構成員のうち前項の規定により脱退した者がある場合において残存構成員が当該施設を共同連帯して管理するものとする。

３　第１項の規定により、構成員のうち脱退した者があるときは、残存構成員の出資の割合は、脱退構成員が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成員が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。

４　脱退した構成員の出資金の返還は、決算の際に行うものとする。ただし、決算の際欠損金を生じた場合には、脱退した構成員の出資金から構成員が脱退しなかった場合に負担すべき金額を返還するものとする。

５　決算の結果、利益を生じた場合において、脱退構成員には利益金の配当は行わない。

（構成員の除名）

第１６条の２　当事業体は、構成員のうちいずれかが、当該施設の業務において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成員全員及び広島県の承認により、当該構成員を除名することができるものとする。

２　前項の場合において、除名した構成員に対してその旨を通知しなければならない。

３　第１項の規定により構成員が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。

（共同事業体結成後における構成員の破産又は解散に対する処置等）

第１７条　構成員のうちいずれかが、共同事業体結成後において破産し、又は解散した場合には、、第１６条第２項から第５項までの規定を準用する。

（代表者の変更）

第１７条の２　代表者が脱退し若しくは除名された場合又は代表者としての責務を果たせなくなった場合においては、従前の代表者に代えて、他の構成員全員及び広島県の承認により残存構成員のうちいずれかを代表者とすることができるものとする。

　（解散後の瑕疵担保責任）

第１８条　当事業体が解散した後においても、当該施設の管理につき瑕疵があったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。

　（その他）

第１９条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

　共同事業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書　　通を作成し、各通に構成員が記名捺印して各自所持するとともに１通を広島県に提出するものとする。

　令和　　年　　月　　日

　共同事業体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同事業体

　　　　　　

　　　　　　　団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
様式第７号
	誓　　約　　書

	

	　私は下記の事項について誓約します。

	

	記

	

	1　暴力団等を排除する措置について

	　　　自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。また、県が必要とする場

	　　合には、、広島県警察本部に照会することを承諾します。

	　（１）役員等（個人の場合はその者を、法人の場合には役員又はその支店若しくは営業所（常

	
	時業務の委託契約を締結する事務所をいう。）を代表する者をいう。以下同じ。）が、

	
	集団的に、又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれのある組織（以下「暴力団」と

	
	いう。）の関係者（以下「暴力団関係者」という。）である者

	　（２）役員等が、暴力団、暴力団関係者、暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与し

	
	ていると認められる法人若しくは組合等又は暴力団若しくは暴力団関係者と非難され

	
	るべき関係を有していると認められる法人若しくは組合等を利用している者

	　（３）役員等が、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与

	
	していると認められる法人若しくは組合等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供

	
	与するなど積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者

	　（４）前３号のほか、役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有

	
	している者

	　（５）経営に暴力団関係者の実質的な関与がある者

	

	　2　調査協力について

	　　　広島県が必要があると認めるときはいつでも、業務の実施状況などの報告を行い、実地に

	　　調査することを承諾します。

	

	　3　社会保険等の加入について

	　（１）健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出の義務を履行します。

	　（２）厚生年金保険法(昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出の義務を履行します。

	　（３）雇用保険法（昭和49年法律第116号）第7条の規定による届出の義務を履行します。

	・上記１、２に違反した場合、既存の指定は取消となります。
・過失により上記３に違反した場合、ただちに是正してください。過失以外の場合又は是正しない場合、
既存の指定は取消となります。

	

	

	

	

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

	広島県知事様

	
	
	住　　所

	
	
	（ふりがな）

	
	
	氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　実印


様式第８号

同種あるいは類似の施設の管理・運営実績に係る申立書

令和　　年　　月　　日

　広　島　県　知　事　様


郵便番号

主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　
名　　　　　称


代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印


電話番号
　（施設名）　　　　　　　　　の指定管理者の指定申請に当たり、実績について次のとおり申し立てます。

	区　　　分
	内　　　　　　　　容

	指定管理施設名
	

	所　在　地
	

	指定管理期間
	

	指定管理業務内容

[該当の番号に○を付して内容を記入すること]
	

	
	１　施設管理業務

（受付、警備、清掃等を含む）
	※記入事項

・コスト節減、サービス維持・向上方策

・その他、業務遂行上、特に工夫した点など

　　

【別紙記入可】



	
	２　広報・イベント企画業務
	※記入事項

　・施設自体の広報・イベント企画の実績

・展覧会に係る広報・イベント企画の実績

　　【別紙記入可】




　※　管理運営実績のある施設ごとに記入してください（過去３年間程度）。

様式第９号

指定管理業務の遂行上必要な資格等保有者の一覧表

令和　　年　　月　　日　

　広　島　県　知　事　様


郵便番号

主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　
名　　　　　称


代表者氏名　　　　　　　　　　　印


電話番号
　　　　の指定管理者の指定申請に当たり、業務遂行上必要又は有用な資格等保有者は、次のとおりです。

	区分
	資格名称
	保有人数
	備　　考（認定等機関名称等）

	必要な資格等
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	有用な資格等
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


様式第10号

辞　　　　　退　　　　　届

令和　　年　　月　　日
　広　島　県　知　事　様
　　　郵便番号
　　　主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名称　　　　　　　　　　　　
　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　電話番号
　令和　　年　　月　　日付けの指定管理者指定申請については、都合により辞退します。
様式第11号
電子データの保存等に関する申出書

　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（住所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（氏名又は法人名等）

　今回の入札等の結果により、　　　　から委託された場合の業務に関して、電子データの保存等については次のとおり取り扱う予定であることを申し出ます。
	１　電子データの保存に使用する媒体等の名称
	

	２　電子データを記憶する記録媒体等の物理的な所在地
	□　日本国内のみ
□　日本国外（全部又は一部）　
　　（国名：　　　　　　　　　　）

	３　クラウドサービス等のオンラインストレージの利用の有無
	□　有

□　無

	４　再委託等の有無
※　今回委託予定の業務に関して電子データの全部又は一部の取扱いを第三者に委託する予定がある場合は「有」としてください（二以上の段階にわたる委託をする場合及び子会社に委託をする場合を含みます。子会社は、会社法（平成17年法律第86号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいいます。）。
	□　有
□　無


　【注記事項】

１　この申出の内容は、入札等の結果に影響しませんが、電子データの保存状況により、安全管理措置上の問題が生じる場合には、電子データの保存方法について変更を求める場合があります。
２　再委託等を行う場合には、あらかじめ発注者の書面による承諾を得る必要があります。
３　入札等の結果に基づき契約の相手方となった場合、契約時に別途「電子データの保存等に関する届出書」により、オンラインストレージの利用先等の具体的な名称を届け出る必要があります（再委託先等がある場合には、再委託先等についても個別に届出書の提出が必要となります。）。
別紙１（本要項４（４）関係）
指定管理業務の遂行上必要な資格等一覧

　

	業務の名称
	必要資格等
	根拠法令等

	防火管理業務
	防火管理者
	消防法

	消防用設備点検報告業務
	消防設備士又は消防設備点検資格者
	

	ボイラー設備保守管理業務
	・ボイラー技師

・危険物取扱者
	労働安全衛生法（ボイラー）

消防法（危険物）

	電気工作物保守点検業務
	電気主任技術者
	電気事業法

	エレベータ保守点検業務
	昇降機検査資格者
	建築基準法

同法施行規則

	ねずみ昆虫等防除業務
	建築物環境衛生管理技術者

（委託する場合は、建築物における衛生的環境の確保に関する法律に基づく登録業者に委託すること。）
	建築物における衛生的環境の確保に関する法律

	貯水槽清掃業務
	
	

	空気環境測定業務
	
	

	一般清掃業務
	
	

	警備業務
	警備業法指定講習修了者

（委託する場合は、警備業法に基づく登録業者に委託すること。）
	警備業法

	公共建物建築物定期点検業務
	・一級建築士

・二級建築士

・維持保全に関して二年以上の実務経験を有する者

・登録調査資格者講習を終了した者
	建築基準法

	第一種特定製品の整備業務
	・冷凍空調技士

・高圧ガス製造保安責任者：冷凍機械

・上記保安責任者（冷凍機械以外）であって、第一種特定製品の製造または管理に関する業務に５年以上従事したもの

・冷凍空気調和機器施工技能士

・高圧ガス保安協会冷凍空調施設工事事業所の保安管理者
	フロン排出抑制法


注１）上記のほか、各種法令等を遵守の上、管理業務を適正に行うこと。

注２）ただし、別紙２「広島県民文化センターふくやま管理業務仕様書」中、「３　エストパルク管理規約による施設管理業務」に掲げる業務はエストパルク管理者が実施することに留意のこと。

(施設名)





法人、個人にあっては事務所所在地，名称及び代表者の氏名





(施設名)









